
 

 

 

 

5．分野別の施策方針 
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基本目標１︓⽣活環境への気付きと調和                  
（１）現状 

我が国では、⼤気汚染防止法、⽔質汚濁防止法、騒⾳規制法、振動規制法などに基づき、各
種公害対策が講じられています。また、循環型社会形成推進基本法などに基づいて、3R※の推
進など循環型社会の形成、資源の有効利⽤を目指した取り組みが進められています。 

さらに、景観緑三法※に基づいて、自然と調和した美しい国⼟の整備と次世代への継承を目指
した良好な景観形成に取り組むなど、私たちの身近な⽣活環境を良好に維持するための取り組
みが、様々な形で進められています。 

本市においても、⽔資源保全地域の指定や各種公害対策に関する法律に基づく⼤気、⽔質、
騒⾳、振動などの各種計測を⾏っており、概ね基準を満たしている状況を維持しています。 

資源の有効活⽤については、古紙回収、使⽤済み⼩型家電回収、リサイクル家具の回収、自
治会などへの集団回収に対する助成を⾏うなど、各種取組を展開しているところです。 

しかし、家庭ごみの 1 人 1 ⽇あたりの排出量は 2016 年度（平成 28 年度）まで微増傾向に
あり、事業系ごみ量などを含む排出ごみ処理量は増加傾向にあります。 

まちの美化・景観を維持するための取組として、毎年春と秋に「市⺠総ぐるみ清掃の⽇、空
き缶ゼロの⽇」運動等の展開や、川沿いの自治会が⻑流川や気門別川などの河川敷の清掃を⾏
ってきました。 

市⺠意向調査結果より、これらのごみ・廃棄物やまちの清掃・美化については、市⺠関⼼度
の高い項目となっており、⼤気、⽔質、騒⾳、振動なども含め、⽣活環境の保全は市⺠の重要
度が高い項目になっています。 

 

（２）課題 

このような現状を踏まえ、今後も継続的に⼤気、⽔質、騒⾳、振動などの各種計測を⾏い、
市⺠が安⼼して暮らせる環境を維持できているか適切に監視していくとともに、ごみの減量や
分別、再利⽤をより推進していくための取組を⾏っていくことが重要となります。 

さらに、市⺠のより一層の美化意識、公共マナーの向上につながる取組を推進していくこと
が不可⽋となります。 

 
  

                                           
※ 3R︓ごみの減量やリサイクルの促進へ向けて定式化された⾏動目標を表す標語です。発⽣抑制(reduce、買う量や使う量を減らすこと)、再使

⽤(reuse、使えるものは繰り返し使うこと)、再⽣利⽤(recycle、再び資源として活⽤すること)の英語の頭文字に由来しています。 
※ 景観緑三法︓2004 年（平成 16 年）に成⽴した景観法、景観法施⾏関係整備法、都市緑地法のことです。景観計画の策定、景観計画区域、景

観地区等における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による⽀援等を規定しており、景観についての総合的な法律となっています。 
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（３）関連指標 

指標① ごみ排出量及びリサイクル率 
【現  状】1 人 1 ⽇当りのごみ排出量︓1,028g（家庭系︓532g／事業系︓496g） 

リサイクル率︓17.0% 
【目  標】現状ごみ排出量の 10％減（925g）を目指す（家庭系︓479g／事業系︓446g） 

現状リサイクル率のパーセンテージ向上を目指す 
【評価方法】数値目標への評価（定量評価） 

 
 

指標② 市⺠アンケートにおけるより良い環境づくりのために実践している取組
項目「3Ｒ推進・地域環境美化⾏動関連」実践度「いつも実践している」 

【現  状】市⺠アンケート結果（平成 30 年 1 ⽉実施） 
 「空き缶やタバコのポイ捨てをしない」 ︓96.2% 
 「犬を散歩させるときはふんの後始末をする」 ︓76.0% 
 「ごみの分別はルールに沿って⾏う」 ︓96.2% 
 「再⽣資源物のリサイクルに協⼒する」 ︓88.9% 
 「傷んだ⽣活⽤具は修理して⻑く使う」 ︓42.0% 
【目  標】現状パーセンテージの向上、または維持を目指す 
【評価方法】数値目標への評価（定量評価） 

 
 

指標③ 環境測定結果 
【現  状】⼤気︓基準超過０件 ／ ⽔質︓(健康項目)基準超過 0 件 (⽣活項目)超過あり  

騒⾳︓基準超過０件 ／ 振動︓基準超過０件 (※いずれも平成 29 年度末時点) 
【目  標】環境基準※超過件数０件 
【評価方法】数値目標への評価（定量評価） 

 
 

【参考】 
指標①︓現状ごみ排出量の算定内訳                                     
・家庭系ごみ量－（⽣ごみ回収+再⽣資源回収+集団回収+紙類回収+⼩型家電回収）÷人口÷365 ⽇×106ｇ 

9,071ｔ※1－（715ｔ+401ｔ+696ｔ+538ｔ+12ｔ）÷34,579 人÷365 ⽇×1,000,000ｇ＝532ｇ 
・事業系ごみ量－⽣ごみ回収÷人口÷365 ⽇×106ｇ 

6,650ｔ※2－387ｔ÷34,579 人÷365 ⽇×1,000,000ｇ＝496ｇ 
・合計 1,028g（＝家庭系+事業系） （平成 29 年度実績／災害由来の廃棄物含む／少数点以下四捨五入） 
 

※1 可燃ごみ+不燃ごみ＋粗⼤ごみ+⽣ごみ+再⽣資源物回収+集団回収+紙類回収+⼩型家電回収の合計 
※2 可燃ごみ+不燃ごみ＋粗⼤ごみ+⽣ごみの合計 

 
指標①︓現状リサイクル率の算定内訳                                    
・（⽣ごみ回収+再⽣資源回収＋集団回収＋紙類回収＋⼩型家電回収＋中間処理施設再資源化）÷ごみ排出量総合計 

（1,102ｔ+401ｔ+696ｔ+538ｔ+12ｔ+2ｔ）÷15,721ｔ×100%＝17.0％ 
（平成 29 年度実績／災害由来の廃棄物含む／少数点以下四捨五入） 

                                           
※ 環境基準︓「人の健康を保護し、及び⽣活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」(環境基本法第 16 条）として定められたもの

で、現在は⼤気汚染、⽔質汚濁、騒⾳及び⼟壌汚染について基準が定められています。 
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（４）施策の体系と市民意向や第２次環境基本計画の総括等との相関性 

 

 
 
提出意⾒の凡例︓ 審 環境審議会 白 環境白書 交 関係団体意⾒交換 
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A 資源循環（持続可能な社会の構築） 
施策方針 A-1 3R 推進で資源の節約と持続可能な社会を構築しよう 

 

●３Ｒの推進と普及啓発                           

【⾏動目標】ごみの発⽣抑制（Reduce︓リデュース）、製品の再使⽤（Reuse︓リユース）、
資源の再利⽤（Recycle︓リサイクル）の推進や必要な⽀援などに努めます。 

【主な取組】あおぞらフリーマーケット、家庭⽤使⽤済み⼩型家電の回収、不⽤品ダイヤル
市、市職員向けペットボトル再⽣品による物資の調達、広報紙やホームページ、
SNS 等による３R に関する情報発信、周知など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】市⺠課、環境衛⽣課、職員法制課 
 
 
 
 
 
 
 

●産業廃棄物等のリサイクル、有効活用                    

【⾏動目標】産業廃棄物の再資源化や資源の有効活⽤に努めます。 
【主な取組】農業⽤廃プラスチックの回収、公共工事時の再⽣骨材コンクリート、再⽣アス

ファルト合材等の使⽤、下⽔道汚泥の再利⽤など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】農務課、環境衛⽣課、建設課 
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A 資源循環（持続可能な社会の構築） 
施策方針 A-2 ごみの適正処理で住み良いまちづくりに努めよう 

 

●ごみの分別や出し方ルールの啓発                      

【⾏動目標】廃棄物の不適正排出抑制のため、正しい分別や出し方について啓発を⾏います。 
【主な取組】ごみの分け方と出し方パンフレット・ごみ収集カレンダーの作成・配布、広報

紙やホームページ、SNS 等によるごみ出しルールに関する情報発信、周知など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 

●野焼き、不法投棄の防止                          

【⾏動目標】廃棄物の不適正処理や不法投棄防止に努めます。 
【主な取組】環境パトロール（市内巡視・指導）、事業所協⼒による⾞両⽤ボディパネル（不

法投棄防止）の装着など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市民・事業者の主な役割】---Ａ 資源循環 

短時間でごみとなる可能性が高いことを予想できるものを買わない、もらわないことに
よるごみの排出抑制「リデュース」、リターナブル容器（詰め替え商品）など環境負荷の
低い商品を選択し、繰り返し使う「リユース」、再⽣資源物回収への協⼒やリサイクル製
品の選択による資源の再⽣利⽤「リサイクル」の３Ｒ運動を家庭や事業活動において努め
るとともに、適正なごみの分別と処理について理解を深め、不法投棄を防止しましょう。 
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B ⽣活環境 
施策方針 B-1 典型７公害等の対策により環境負荷の低減に努めよう 

 

●環境測定の実施と環境基準の達成                      

【⾏動目標】環境基本法に定める環境基準の保持や事業所と締結する公害防止協定の遵守に
努めます。 

【主な取組】各分野における環境測定の実施（⼤気・⽔質・騒⾳・振動）、基準値超過への
改善策に向けた対応、公害防止協定に基づく事業所測定、有害化学物質の監視・
対策など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課 
 
 

●地下水測定、利用に関する啓発                       

【⾏動目標】飲⽤井⼾使⽤者を対象とした⽔質検査を⾏うとともに、必要に応じて勧奨や  
指導を⾏います。 

【主な取組】硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、ヒ素の測定や乳幼児世帯への井⼾使⽤の確認  
エキノコックス症検診の勧奨など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】健康推進課、環境衛⽣課 

 
 
 
 
 
 
 

●下水道、浄化槽の整備普及                         

【⾏動目標】河川流域の⽔質汚濁を防止するため、下⽔道の計画的整備や処理区域内の⽔洗
化促進、区域外の合併処理浄化槽※の設置整備を推進します。 

【主な取組】公共下⽔道処理区域内の下⽔道未接続者への接続普及啓発、⽔洗便所改造等資
⾦貸付事業、浄化槽設置整備費補助事業など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課、下⽔道課 
 

  

                                           
※ 合併処理浄化槽︓公共下⽔道の未整備地域などで、各家庭に取り付ける汚⽔処理装置です。トイレの汚⽔だけではなく、台所、お風呂の⽣活雑

排⽔も一緒に処理できます。 
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B ⽣活環境 
施策方針 B-2 地域パートナーシップでまちの美化・景観保全に努めよう 

 

●都市景観の保全と緑化活動の普及推進、歴史・文化的資源の保護        

【⾏動目標】伊達市都市計画マスタープランに基づく都市景観の形成に努めるとともに、地
域開発や建設工事時の事前協議による遺跡等文化財の保護などに努めます。 

【主な取組】花だんコンクール、花の種⼦配布、緑化キャンペーン（緑の募⾦など）、開発・
造成⾏為時の緑地の確保推進、既設公園の環境整備、埋蔵文化財包蔵地の保護
北⻩⾦貝塚の保存と活⽤、その他活動への⽀援など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】総務課、都市住宅課、⽣涯学習課 
 
 
 

●地域環境美化活動の普及、推進                       

【⾏動目標】伊達市環境美化条例等に基づき、安全で快適な⽣活環境の整備に努め、清潔で
美しいまちづくりを目指します。 

【主な取組】ごみのポイ捨て禁止の啓発、空き地等の繁茂雑草や枝の張り出し等の処理依頼
ペット飼養者へのマナー啓発（野良猫対策を含む）、スズメバチ等の巣駆除の
受付、「市⺠総ぐるみ清掃の⽇、空き缶ゼロの⽇」運動、アダプトプログラム
など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課 
 
 

●空き家対策                                

【⾏動目標】関係機関と連携し、空き家問題の解消や定住の促進に努めます。 
【主な取組】空き家の実態調査や活⽤意向調査、空き家バンク「すみか」事業 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】都市住宅課 
 
 

【市民・事業者の主な役割】---Ｂ 生活環境 

⽇常⽣活において、周辺環境に配慮した排ガスや排⽔、⽣活⾳の発⽣やペットの飼育に
努めたり、使⽤する井⼾⽔の定期的な⽔質検査を受検しましょう。事業所においては、市
⺠の安全・安⼼と環境に配慮する事業活動に努めましょう。また、ともに清掃活動を通し
てきれいなまちづくりに参加しましょう。 
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基本目標２︓⾃然環境への理解と共⽣                   
（１）現状 

国が示した「⽣物多様性国家戦略 2012-2020」では、我が国の自然共⽣社会の実現に向けた
ロードマップとしての役割を担うとともに、地方自治体が地域の自然社会的条件に応じたきめ
細かな取り組みを進めていくことの重要性が記されています。 

本市では、温暖な気候に恵まれて植物の種類も豊かなことから、⽣息している動物の種類も
豊かであると⾔われており、⻑流川の流域では、多種多様の野⿃が確認されるとともに、シベ
リアからの渡り⿃の⾶来地となっています。 

また、⻑流川の源流域では⾷物連鎖の頂点に⽴つヒグマやエゾシカなどが⽣息しており、河
口付近でオジロワシが確認されています。一方、アライグマやエゾシカ、カラスなどによる、
森林⽴⽊や農作物などの被害も依然として続いている状況といえます。 

森林面積は、32,096ha（伊達市森林整備計画書）と総面積の約 72％を占めています。 
森林は、⽔源涵養※をはじめ、自然⽣態系の維持、国⼟の保全、快適な⽣活環境、⽊材⽣産な

ど多様な機能を有しており、本市では、間伐や下草刈りによる維持管理を⾏ってきました。 
河川は 100 本を超える中⼩河川が本市を流れており、⽔道⽤⽔をはじめ、農業⽤⽔、そして

自然に触れ合う親⽔空間など、多様な役割を担っており、また、過去に河川氾濫など自然災害
が発⽣した経緯から、災害復旧、防災、治⽔の観点から河川の整備が進められてきました。 

 

（２）課題 

このような現状を踏まえ、今後も森林や⽔辺環境の適切な維持管理を継続していくとともに、
希少動植物の⽣息⽣育域の調査などによる状況の把握を⾏い、適切な保全対策を講じていく必
要があります。 

また、外来種※や有害⿃獣への対策についても近隣市町村などとも連携を図りながら取組を進
めていくことになりますが、いずれも専門的知⾒を要する分野であり、国や北海道へ働きかけ
を⾏うなど関係機関との役割分担を明確にしながら有効な対策を検討し、講じることが重要と
なります。 

 
  

                                           
※ ⽔源涵養︓森林の⼟壌が降⽔を貯留し、河川へ流れ込む⽔量を平準化させて流量を安定させる機能のことです。⾬⽔が森林⼟壌を通過するので

⽔質の浄化にもつながります。 
※ 外来種︓人の⼿によって、もともと⽣息していなかった場所へ移送された⽣物（動物、昆虫、植物などすべての分類群）のことで、在来種や⽣

態系に影響を及ぼすとして問題となっています。国内の在来種でも、分布域外に移動した場合、国内由来の外来種として影響する可能性がある
ため、注意が必要となります。 
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（３）関連指標 

指標① ⾃然環境に関する情報の発信 
【現  状】未着⼿ 
【目  標】（仮称）自然環境情報マップを作成する 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価） 
 
 

指標② 森林⾯積 
【現  状】32,096ha 

※上記のうち市有林︓2,293ha／市有林を除く⺠有林︓11,364ha（伊達市森林整備計画書） 
【目  標】現状数値の維持を目指す 
【評価方法】数値目標への評価 （定量評価） 
 
 

指標③ 市⺠アンケートにおける環境評価項目「川の水がきれい、ごみが少ない」
満⾜度  

【現  状】市⺠アンケート結果（平成 30 年 1 ⽉実施）︓35.51% 
【目  標】現状パーセンテージの向上を目指す 
【評価方法】数値目標への評価（定量評価） 
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（４）施策の体系と市民意向や第２次環境基本計画の総括等との相関性 

 

 
 
提出意⾒の凡例︓ 審 環境審議会 白 環境白書 交 関係団体意⾒交換 
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C ⽣物多様性 
施策方針 C-1 ⾃然環境への関心を深め⽣態系・⽣物多様性の保全に努めよう 

 

●生物多様性に関する意識醸成                        

【⾏動目標】自然環境における⽣物多様性の持つ役割等について、市⺠への情報発信により
意識の醸成に努めます。 

【主な取組】⿃獣保護区・特定猟具使⽤禁止区域の維持、外来種に関する情報や知⾒の収集、
学校の特色を⽣かした環境教育の実施、広報紙やホームページ、SNS 等による
⽣物多様性などに関する情報発信、周知など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課、学校教育課（指導室） 
 
 

●環境緑地の維持と良好な自然景観地の保護                  

【⾏動目標】北海道や庁内関係部課と連携し、指定区域内の保全に努めます。 
【主な取組】環境緑地保護地区（自然景観保護地区）、自然公園の保全 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課、都市住宅課 
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C ⽣物多様性 
施策方針 C-2 有害⿃獣による⼈的・農林水産業への被害防⽌に努めよう 

 

●ヒグマ等による人身被害防止                        

【⾏動目標】ヒグマ等の人的被害の可能性がある有害⿃獣の発⾒時の対応の迅速化に努め、
被害件数ゼロを目指します。 

【主な取組】自治会等への情報提供や関係機関との連携、ホームページ、SNS 等による痕跡、
目撃情報の周知、注意喚起など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】環境衛⽣課、地域振興課 
 
 
 
 
 
 
 

●エゾシカやアライグマ等による農作物被害防止、駆除             

【⾏動目標】関係機関と連携し、農作物などの⾷害の低減に努めます。 
【主な取組】侵入防止柵整備事業、箱わな等による捕獲・駆除、ライトセンサス調査・狩猟

（わな猟）免許講習会の⽀援など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】農務課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市民・事業者の主な役割】---Ｃ 生物多様性 

ペットや外来種を自然に帰さないようにするとともに、学習会などを通じて自然⽣態系
への理解を深めましょう。家庭菜園や農作物が野⽣動物の被害に遭わないよう対策の検討
に努めましょう。また、入⼭する際は、野⽣動物との遭遇の可能性を考慮し、装備や対処
法について事前に準備しましょう。 
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D ⾃然環境 
施策方針 D-1 森林保全により良好な⾃然との共⽣を保ち四季を楽しもう 

 

●森林環境の保全                              

【⾏動目標】伊達市森林整備計画に基づき、⽔源涵養機能の維持や森林整備・育成などに努
めます。 

【主な取組】除間伐・下刈事業、⿃獣等による⾷害の防止、病害虫の防除、⽕災予防の啓発、
その他⽀援など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】⽔産林務課 
 
 

●記念樹木、保護樹木の維持管理                       

【⾏動目標】市⺠や北海道と協⼒し、樹⽊や周辺環境の保全に努めます。 
【主な取組】樹⽊医⽴会いによる枝の剪定作業、落葉清掃、その他清掃美化活動、⽀援など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】⽣涯学習課 
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D ⾃然環境 
施策方針 D-2 河川・海浜環境保全を通じ⾃然と⽣活のつながりを確かめよう 

 

●河川環境の保全                              

【⾏動目標】市⺠や事業者と協⼒し、良好な河川環境の保持に努めます。 
【主な取組】治⽔整備における最適な工法の検討、回遊魚遡上の配慮、草刈清掃や清掃美化

活動、その他⽀援など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】建設課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 

●海浜環境の保全                              

【⾏動目標】市⺠や事業者と協⼒し、良好な海浜環境の保持に努めます。 
【主な取組】清掃美化活動や⽀援、広報紙やホームページ、SNS 等による海洋汚染（マイク

ロプラスチック）に関する情報発信、周知など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】各海岸管理課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市民・事業者の主な役割】---Ｄ 自然環境 

自然観察会や野外レクリエーション、清掃美化活動などの⾏事による自然と触れ合う機
会を体験して、身近な自然環境の確認や認識に努めましょう。事業活動においては、自然
環境に負担を掛けない工法、工程の検討や導入に努めましょう。 
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基本目標３︓地球環境への配慮と⾏動                   
（１）現状 

地球温暖化を起因とした気候変動により、強⼒な台風や局地的な短時間豪⾬、極端な高温な
どの異常気象が各地で発⽣しており、それらの影響の拡⼤が深刻化しています。こうした中、
2015 年（平成 27 年）に開催された「気候変動枠組条約第 21 回締約国会議に（COP21）」に
おいて、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを目指す「パリ協定」が採択
され、我が国は、温室効果ガス排出量を 2030 年度までに 2013 年度（平成 25 年度）⽐で 26％
削減することを目標に取組を進めています。 

地球温暖化と密接に関わるエネルギーについて⾒てみると、国内におけるエネルギー自給率
は、2016 年度（平成 28 年度）で 8.4％なっており、海外から輸入している⽯油や⽯炭、天然
ガスなどの化⽯燃料に⼤きく依存している状況となっています。 

また、モータリゼーションの進展により、⾞に依存したライフスタイルが一般的となり、便
利さを享受した一方で、温室効果ガス排出による地球温暖化をはじめ、排気ガスによる公害や
交通渋滞、騒⾳など様々な社会問題が顕在化しています。 

本市においては、そのような状況を踏まえ、マイカー通勤から徒歩や自転⾞利⽤に切り替え
る「伊達市職員元気あっぷデー」の取組や、防犯灯を電⼒消費量の少ない LED 灯への交換、太
陽光発電や⽊質ペレットなど再⽣可能エネルギーの利⽤を進めてきたところですが、2015 年
度（平成 27 年度）の伊達市の部門別 CO2 排出量推計値では、31 万トンとの結果となり、年々
上昇を続けている状況となっています。 
 

（２）課題 

地球温暖化問題が深刻化するなか、持続可能な低炭素地域を構築していくためには、市⺠一
人ひとりがしっかり状況を理解し、省エネルギー・省資源型のライフスタイルに転換していく
とともに、市⺠・事業者・市が一体となって、取組を進めていくことが重要となります。 

また、資源の枯渇の恐れが少なく、温室効果ガスの排出量低減が期待できる、再⽣可能エネ
ルギーの導入をより一層進めていくことが不可⽋となります。 

さらに、異常気象などのすでに現れている現象や⻑期的に避けられない影響、改善されない
事象も多くあることから、適応していくための対策を講じることも重要となります。 
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（３）関連指標 

指標① 2013 年度（平成 25 年度）を基準とした公共施設における CO2 排出量 
【現  状】10,475t-CO2（2013 年度（平成 25 年度）のエネルギー起源 CO2 排出量） 
【目  標】現状数値の減少を目指す 
【評価方法】数値目標への評価（定量評価） 
※具体的な排出削減量や目標年度などは、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく伊達市 

地球温暖化対策実⾏計画（事務事業編）において定める。 
 
 

指標② 公共施設における省エネルギー⾏動 
【現  状】一般的な事業者（Ａクラス）、エネルギー使⽤量（原油換算︓3,936kl） 
【目  標】エネルギーの使⽤の合理化に関する法律（省エネ法）に基づく定期報告事業者

クラス分け評価制度※による優良事業者（S クラス）を達成、維持する 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価） 
※努⼒目標である 5 年間平均エネルギー原単位を年 1%以上低減することに対して伊達市は平成

27 年度に一度達成済。 
 
 

指標③ 市⺠アンケートにおけるより良い環境づくりのために実践している取組
項目「CO2 排出削減・省エネ⾏動関連」実践度「いつも実践している」 

【現  状】市⺠アンケート結果（平成 30 年 1 ⽉実施） 
 「使⽤していない電化製品のスイッチはこまめに消す」 ︓55.3% 
  「夏季は軽装をして過度に冷房機器に頼らない」 ︓67.7% 
  「冬季の室内では厚着をして暖房温度を下げる」 ︓45.1% 
  「夜更かしを避ける」 ︓46.3% 
  「近所には徒歩や自転⾞を使う」 ︓39.6% 
  「マイカーより公共交通機関を優先して使う」 ︓11.1% 
  「⻑時間の暖機運転やアイドリングはしない」 ︓55.2% 
【目  標】現状パーセンテージの向上を目指す 
【評価方法】数値目標への評価（定量評価） 

  

                                           
※ エネルギーの使⽤の合理化に関する法律（省エネ法）に基づく定期報告事業者クラス分け評価制度︓省エネ法の定期報告を提出する全ての事業

者へ、メリハリのある対応を実施するための評価制度です。上から順に S・A・B・C の４段階のクラスがあり、S は省エネが優良事業者、A は
一般的な事業者、B は省エネが停滞している事業者、C は注意を要する事業者となっています。 
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（４）施策の体系と市民意向や第２次環境基本計画の総括等との相関性 

 

 
 
提出意⾒の凡例︓ 審 環境審議会 白 環境白書 交 関係団体意⾒交換 
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E 地球温暖化（低炭素社会の構築） 
施策方針 E-1 ⼆酸化炭素排出を低減する⾏動で地球温暖化の緩和に努めよう 

 

●ＣＯ２排出削減推進と普及啓発                         

【⾏動目標】庁内 CO2 排出削減に向けた⾏動と市⺠、事業者への普及啓発に努めます。 
【主な取組】伊達市職員元気あっぷデー、環境家計簿、広報紙やホームページ、SNS 等によ

る地球温暖化対策のための国⺠運動「COOL CHOICE」に関する情報発信、周
知など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】職員法制課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 

●地産地消による地域内資源循環                       

【⾏動目標】地域内⽣産⾷材（伊達野菜）や資材（⽊質ペレット・堆肥の製造）など地域内
資源の積極的採⽤による地産地消を推進し、輸送面などでの CO2 排出削減に配
慮します。 

【主な取組】⽊質ペレット事業、堆肥センター事業、有機物再資源化センター事業、地場産
⾷材活⽤事業など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】農務課、⽔産林務課、商工観光課、地域振興課 
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E 地球温暖化（低炭素社会の構築） 
施策方針 E-2 気候変動の影響に対応した⾏動で地球温暖化への適応に努めよう 

 

●気候変動対策気象災害時（集中豪雨等）行動や猛暑時等の健康管理の啓発    

【⾏動目標】国、道などをはじめとする関係機関や庁内関係部課との連携を図り、気象災害
（集中豪⾬等）対応や猛暑時等の健康管理の啓発に努めます。 

【主な取組】防災対策や熱中症対策などの情報や知⾒の収集、検討や適応策の周知など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】危機管理室、健康推進課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市民・事業者の主な役割】---Ｅ 地球温暖化 

低炭素建築物認定制度を視野にいれた建築整備、フロン類を使⽤する機器等の適正な維
持管理や処理等による温室効果ガスの排出抑制や地場産品や地域内⽣産品の選択による地
産地消に努めるとともに、環境家計簿等により二酸化炭素の排出状況の把握や排出抑制の
工夫について学習を深めるなど可能なことから取り組んでみましょう。また、急激な気温
上昇や集中豪⾬など天候の急激な変化への対策や自然災害の発⽣時の避難などについて⽇
頃から準備しておきましょう。 
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F エネルギー 
施策方針 F-1 エネルギーの使い方を⾒直して限りある資源を⼤切にしよう 

 

●省エネルギー推進と普及啓発                        

【⾏動目標】地球温暖化防止に資する庁内省エネルギーに向けた⾏動と市⺠、事業者への普
及啓発に努めます。 

【主な取組】庁内電気機器の節電（昼休憩時などの消灯、帰宅時におけるパソコン・プリン
タ機器などの主電源オフ）、クールビズ期間中の軽装の奨励、広報紙やホーム
ページ、SNS 等による省エネルギー、地球温暖化対策のための国⺠運動「COOL 
CHOICE」に関する情報発信、周知など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】総務課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 

●公共施設等における省エネルギー設備の検討（導入）             

【⾏動目標】市内公共施設等の建築（改修など）に際し、省エネルギー設備導入を視野に含
めた検討、導入に努めます。 

【主な取組】省エネルギー等に関する情報や知⾒の収集など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】各施設管理課 
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F エネルギー 
施策方針 F-2 エネルギー問題を学習して再⽣可能エネルギーの理解を深めよう 

 

●公共施設等における再生可能エネルギー設備の検討（導入）          

【⾏動目標】市内公共施設等の建築（改修）に際し、再⽣可能エネルギー設備導入を視野に
含めた検討、導入に努めます。 

【主な取組】再⽣可能エネルギー等に関する情報や知⾒の収集など 
【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】各施設管理課 
 
 

●再生可能エネルギーに関する調査研究、啓発                 

【⾏動目標】地球温暖化防止に資する再⽣可能エネルギー等の調査研究や市⺠、事業者への
情報発信により理解増進に努めます。 

【主な取組】再⽣可能エネルギー等に関する情報や知⾒の収集、普及啓発の検討、広報紙や
ホームページ、SNS 等による再⽣可能エネルギーや次世代エネルギーパーク、
原⼦⼒事業に関する情報発信周知など 

【評価方法】⾏動目標への評価（定性評価）、主な取組への評価（定量評価） 
【担 当 課】商工観光課、環境衛⽣課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【市民・事業者の主な役割】---Ｆ エネルギー 

低電⼒、高効率、エコカーなど省エネ性能に配慮した製品の選択や太陽光発電設備やバ
イオマス設備など再⽣可能エネルギーの導入のほか、節電、節⽔やクールビズ（ウォーム
ビズ）、エコドライブの実践、冷暖房温度の設定、目的に応じた交通⼿段の使い分けやメ
ディアなどから得られた省エネアイデアの実践など身近にできる可能なことから取り組ん
でみましょう。 

 
 


